
(単位：千円）

5,674,115 4,561,833

767,576 2,504,465

1,575,140 707,092

356,546 16,000

1,882,096 332,119

424,668 2,241

136,923 150,394

295,499 119,374

161,129 264,146

115,518 21,851

36,723 126,416  

△ 77,709 98,311

219,420

1,682,193 553,886

1,225,692 217,921

333,879 1,867

71,932 141,058

370,160 188,440

23,713 4,598

426,005

8,131

220 5,115,719

3,493

4,418

448,370 2,174,242

352,458 314,000

22,210 114,000

0 114,000

8,774 1,746,242

51,000 29,270

33,086 1,716,971

7,263 800,000

40,184 23,157

△ 66,607 26,847

866,967

453,694

66,346

66,346

2,240,589
7,356,309 7,356,309

(注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 株 主 資 本

資 本 金

ソ フ ト ウ エ ア   負　債　合　計

純     資     産    の    部

電 話 加 入 権

投 資 有 価 証 券

貸  借  対  照  表

(平成26年３月31日現在)

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

資　　産　　の　　　部 負     債    の   部

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形

受 取 手 形 買 掛 金

電 子 記 録 債 権 短 期 借 入 金

売 掛 金 1年内返済予定長期借入金

商 品 及 び 製 品 リ ー ス 債 務

仕 掛 品 未 払 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 未 払 費 用

そ の 他 前 受 金

貸 倒 引 当 金 賞 与 引 当 金

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 資 産 未 払 消 費 税

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

建 物 リ ー ス 債 務

そ の 他

固 定 資 産 固 定 負 債

工 具 器 具 及 び 備 品 そ の 他

土 地

構 築 物 退 職 給 付 引 当 金

機 械 及 び 装 置 長 期 未 払 金

リ ー ス 資 産

資　産　合　計 負債及び純資産合計

繰 越 利 益 剰 余 金

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

従 業 員 長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

純  資  産  合　計

別 途 積 立 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固定資産圧縮積立金

特 別 償 却 積 立 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

評価・換算差額等

( う ち 当 期 純 利 益 )



個 別 注 記 表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券 
・ 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

・ 時価のないもの 
移動平均法による原価法を採用しております。 
 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 
主として、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。 

 
２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 
定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
については定額法）を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
     建 物           ７年～47年 

機械及び装置        ２年～10年 
 
(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づいております。 

 
  (3) リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成
20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。 
 

 
３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 
  売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
  従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度対応額を

計上しております。 
(3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の見込額は簡便法に
より計算しております。 

    



  

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
 
（貸借対照表に関する注記） 
１．担保に供している資産及び担保に係る債務 
   担保に供している資産 
    建    物     156,566千円 
    構  築   物      16,077千円 
    機械及び装置      30,601千円 
    土        地      184,062千円 
       計             387,307千円 

担保に係る債務 
 短期借入金       16,000千円 

    １年内返済予定の    
長期借入金       332,119千円 

    長期借入金            150,609千円 
       計        498,728千円 
 
２．有形固定資産の減価償却累計額     1,713,414千円 
 
３．受取手形割引高             764,049千円 
 
４．保証債務 

次の関係会社について金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。 
 昆山富耐安全門有限公司        298,034千円   

                      （17,975千元）  
 
５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

前渡金                  161,129千円 
未収入金                 11,185千円 
買掛金                   28,151千円 

 
６．取締役に対する金銭債務 
  長期未払金               188,440千円 
 
（税効果会計に関する注記） 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（繰延税金資産）     
  賞与引当金           34,782千円 
  貸倒引当金           30,369千円 
  未払事業税           20,119千円 
  前受金              41,822千円 
  退職給付引当金         49,906千円 
  長期未払金            66,670千円 
  たな卸資産評価損         5,496千円 
  減損損失             8,478千円 
  関係会社出資金評価損      132,784千円 

その他              9,089千円  
 繰延税金資産小計         399,520千円  



  

 評価性引当額                   △215,159千円   
 繰延税金資産合計         184,361千円 
 
（繰延税金負債）     
  その他有価証券評価差額金   △34,122千円 
  固定資産圧縮積立金      △12,757千円 
  固定資産圧縮積立金      △14,699千円 
 繰延税金負債合計        △61,579千円 
 
 繰延税金資産の純額        122,781千円 
 
（１株当たり情報に関する注記） 
１株当たり純資産額         1,948円34銭 
１株当たり当期純利益         394円52銭  

 
（当期純損益金額） 

当期純利益     453,694千円 
 
 

（重要な後発事象に関する注記） 
当社、平成26年４月11日開催の取締役会において株式分割及び定款の一部変更について

決議いたしました。 
１．株式分割の目的 

当社株式の流動性向上を図るためであります。 
 

２．株式分割の概要 
(1) 分割の方法 

平成26年５月31日を基準日とし、同日の最終の株主名簿に記載または記録された
株主の所有する普通株式１株につき、2.5株の割合をもって分割しております。 

(2) 分割により増加する株式数 
株式分割前の発行済株式総数  1,150,000株 
株式分割により増加した株式数 1,725,000株 
株式分割後の発行済株式総数 2,875,000株 
 

３．分割の日程 
基準日    平成26年５月31日 
効力発生日  平成26年６月１日 
 

４．発行可能株式総数の増加 
今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、平成26年６月１日を
もって当社定款第６条を変更し、発行可能株式総数を10,000,000株といたしました。 
 

５．１株当たり情報 
当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定した場合の当事業年度の１株当
たり情報は下記の通りです。 
１株当たり純資産額         779円34銭 
１株当たり当期純利益        157円81銭  

 

以上 


